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記者会見要旨

日      時：2019 年 4 月 26 日（金） 15：30～16：15

場      所：東証 ARROWS プレゼンテーション・ステージ

会 見 者：取締役兼代表執行役グループ CEO 清 田  瞭

清 田 本日、私からご説明する事項は 2点あります。

はじめに、2019 年 3月期決算についてご説明いたします。

お手元の決算短信と、決算概要をまとめた参考資料を、適宜、

ご覧いただければと思います。

当社の本年 3 月期の「営業収益」は、清算関連収益や情報関  

連収益が前年度を上回ったことなどから、前年度比 4 億円増

（+0.4％）の 1,211 億円となりました。

一方、「営業費用」は、システム関連費が増加したことにより、

前年度比 32億円増（+6.3％）の 541 億円となりました。

このように、収益増を費用の増加が上回ったことから、営業

利益は、前年度比 22億円減（△3.1％）の 695 億円 、当期利益

（親会社の所有者帰属分）は 14 億円減（△2.8％）の 490 億円

となり、前年度比で増収減益の決算となりました。

次に、本年 3月期の普通配当ですが、JPX では配当性向の基本

方針を 60%程度としており、これに基づき、通期で 1 株あたり

55円といたします。

また、第二次中期経営計画の最終年度における利益目標を達

成したこと、東京証券取引所や大阪取引所の前身である東京株

式 取引所や大阪株式取引所が設立されてから 2018 年で 140 周

年の節目を迎えたことを踏まえまして、株主の皆様のご支援に

対し感謝の意を表するため、1 株あたり 15 円の特別配当を併せ

て実施することといたします。

なお、決算の詳細につきましては、後ほど、事務局にご確認

いただきたいと思います。

続いて、役員候補者の決定についてご説明いたします。お手

元の資料を、適宜ご覧ください。
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本年 6月 19 日予定の定時株主総会・通常総会に付議する役員

候補者を決定いたしましたので、新任候補者についてお知らせ

いたします。

まず、東証において、社外監査役の清水湛氏が退任され、後

任として、株式会社 IHI 相談役で、財務会計基準機構理事長の

釜和明氏が就任されることとなります。

次に、自主規制法人において、外部理事の増田宏一氏が退任

され、後任として、学習院大学大学院教授の神田秀樹氏が就任

されることとなります。

理事長候補者については、1月に公表した通りです。

これらを踏まえた、新体制については、お手元の資料に表を

載せておりますので、そちらをご参照いただければと思います。  

私からの説明は以上です。

記 者 私のほうから２点お伺いできればと思います。

まず１点は、本日が平成最後の会見ということになりますが、

この 30年間で取引所がどのように変化してきたかの振り返りを

お願いできればと思います。

清 田 先ほどニュースを見ていたところ、平成最後の今日の東京市

場の引け値は、平成 30年間でマイナス 26％になったということ

でした。振り返ってみますと、30 年前というのはバブルの最盛

期で、3 万 8,915 円という平成元年 12 月末の史上最高値に向け

て上昇を続けていた真っ最中のときが平成のスタートでした。

それ以降、皆さんご承知のように、バブル崩壊後の株式相場

の強烈な下落と、その後の日本の金融危機やアジア危機、そし

てリーマン・ショックや東日本大震災と、数々の危機が起き、

証券取引所の市場環境は大きく変わりました。

1999 年の 4 月に立会場が閉鎖され、立会場で人が手を振って

価格形成を行っていたところから、機械化が行われたこと。ま

た、証券界としては委託手数料の自由化が行われたこと。そし

て、東証と大証の双方が株式会社化したということが私ども自

身の変化としては挙げられます。

その中で最も大きな変化は、135 年間にわたって競争してきた

東証と大証が統合して、2013 年の 1 月 1 日に JPX が誕生したと
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いうことと、1月 4日の大発会の日に東証市場第一部に上場した

ということが挙げられます。

それに次ぐ組織的な大きな変化は、現在進行中の日本取引所

グループと東京商品取引所との経営統合で、これが実現できれ

ば、総合取引所への進化ということになろうかと思います。そ

の間、先ほども申し上げましたように、人的な立会場から機械

化が起き、そして、現在のようなアルゴリズム取引や HFT その

他世界の機関投資家が電子化するといった形で大きな市場行動

が変化する中で、私どももシステムの投資を行い、取引所とし

て大きな改革に取り組んでまいりました。

直近では、フィンテックや、その他の更なる IT の進化によっ

て取引所業務が大きく影響を受けるようになってきていること

から、私どもとしても、引き続き将来に向けてシステムを中心

に対応をしていく、ないしは、投資をしていく必要性を痛感し

ております。

それともう一つ、これから論議が始まる、昨年の秋から検討

を進めている市場構造の改革も、これからの大きなテーマにな

ろうかと思っているところです。

その間に、3万円ちょっとからスタートして、3万 8,915 円の

史上最高値をつけた後、ザラ場では瞬間 7,000 円を割るところ

まで落ちた株価が、直近のアベノミクス相場によって、約６年

間、比較的堅調な回復を続けています。こういったものが 30年

間の取引所の環境変化の歴史ではないかと思っています。

記 者 もう１点、お聞かせください。明日から戦後初めての 10連休

ということになりますけれど、10 連休明けの市場では取引が集

中する可能性というのも指摘されているところでございます。

市場運営者として、それに対する対策やお考えについてお聞か

せください。

清 田 10 連休の問題は、たびたび皆様方からも報道いただいている

ように、史上初めて 10 連休というものを経験し、かつ、現在の

ルールの中では、証券取引所は国民の祝日等があった場合には

休場することになっておりますが、その間に海外ではいろいろ

なイベントが予想されております。皆さんご承知のように、ア

メリカの連銀の FOMC が行われる。それから、アメリカや中国で
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その間に PMI の発表も行われる。また、アメリカでは、来週末

の雇用統計の発表もある。その他いろいろな指標発表やイベン

トが起きている中で、当然マーケットに影響する事象がないと

は言えないことから、10 連休中は取引所も休場しているという

ことを、機関投資家、個人投資家の別なく、市場に周知徹底し

ていただくために金融庁や証券会社、そして私ども自身が徹底

した周知活動をしてまいりました。何事が起きたとしても、10

連休は休場することを前提に対応していただけるようにという

ことでやってまいりました。

また、先ほどご指摘のような、この連休中に何らかの大きな

事象があったときに週明け、ないしは連休明けの取引が極端に

大きくぶれたり、取引が集中したりするリスクに対しては、何

事があったとしても安心・信頼して取引していただけるための

安定的な市場運営を行う基幹であるシステムについて、徹底し

たテストを続け、連休中にも一部の証券会社の皆様方にもご協

力いただいてテストをする予定でございます。

また、既に、昨日、今日と、市場監視については、通常から

人員を倍増して監視を続けております。今のところ、特段大き

な異変が起きたということはなくて、無事にこの連休前の取引

が終わりましたが、連休明けの７日、８日の２日間も同じ態勢

で、通常の倍の人員によって市場監視を続けます。また、連休

中についても、海外で取引される日本株の指数である SGX や CME

の日経平均先物等のマーケットは注視し、何らかの対応が必要

であれば対応するべく準備をしているところでございます。

記 者 先週、日本と中国で、上海と ETF の相互上場について合意さ

れましたが、中国の上海で上場された ETF が日本の東証にも上

場してくる可能性があるということで、CEO がご期待されること

をお願いいたします。

清 田 先週ではなく今週ですが、上海に１泊２日で行ってまいりま

して、金融庁の遠藤長官をはじめ、証券界の皆様と、日本証券

業協会の鈴木会長も一緒に、日本から 99名が参加し、セレモニ

ーをやってまいりました。東証と上海証券取引所に、それぞれ

の市場を代表する ETF を相互上場しようと。昨年 10月、安倍総

理が中国を訪問されたときに、今後の日中の協力関係の一環と
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して、金融資本市場での相互協力ということがうたわれて、そ

の具体的な行動が今回の ETF の相互上場の件に結びついたわけ

です。

今まで中国株に対する日本市場の投資家の投資は、中国株 ETF

というものが東証に上場されていますので、全く道がなかった

わけではございません。しかし、日本株の ETF が上海証券取引

所に、中国において初めて上場されるとなれば、中国の投資家

から見ると、日本株への投資が身近になるということになりま

す。私どもとしては中国株にさらに日本の投資家がアクセスで

きる道が広がると同時に、初めて日本株に対する中国投資家の

アクセスの道が広がるということとなりますので、日中の相互

上場というのは、資本市場フォーラムでもうたわれておりまし

たが、大変有意義な、初めての試みとなります。今後こういっ

たことが、さらにパイプを広げていければ、日本の投資家の資

産運用の道が中国の経済や企業の成長に繋がる道がひらけると

いうことになろうかと思います。また、インバウンドで大量の

中国人が日本に来ていただいていますが、先般、上海で話し合

った中国の要人の方々の話だと、毎年 500 万人、800 万人と増え

ている観光客の方の中には、日本のものが好きだ、日本が好き

だという方が、大変増えていると。こういう方々が潜在的に富

裕層として日本株への投資に興味を持っていただけるようにな

るのではないかと、そういう期待を持っております。

記 者 先ほど、今後の大きなテーマの一つとして挙げられた市場構

造の在り方等に関する検討について、先月、東証から「市場関

係者からのご意見の概要」などが公表されていますが、現在の

検討状況について教えていただきたいというのが一つです。

    もう１つも、先ほどコメントいただきましたけれども、平成

最後の取引ということで、この 30年間、株式市場としてはどう

いう時代だったのかというのを、ご所感あればお伺いできます

でしょうか。

清 田 まず、市場構造の在り方等に関する検討につきましては、先

月 27日に、意見募集等において頂戴したご意見の概要と、それ

までの検討状況をまとめたものとして、課題や論点の整理を公

表しております。現時点では、様々なご意見を頂戴しており、
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在るべき市場構造の結論をまだ得られている状況にはありませ

んが、東証では、引き続き、市場関係者との意見交換や考え方

の整理などを行っているところです。

また、先日、金融審議会市場ワーキング・グループにおいて、

新たに専門グループを立ち上げ議論が行われていくことが説明

されていますが、オープンな場で議論が行われていくということ

でございます。いろいろなご意見を踏まえ、議論がさらに深まっ

ていくものと期待しています。私どもとしても、焦って形をつく

るのではなく、専門グループでの議論に協力しながら、引き続き、

市場の在るべき姿の検討を続けてまいりたいと考えております。

それから２番目の、平成最後の取引日が終わった株式市場を見

て、30 年間がどんなマーケットだったかですが、底なし沼に沈む

ようなマーケット感と、バブル崩壊後の資産デフレから、いかに

して脱却するかと、ほんとうにもがき苦しんだ日本経済の姿をあ

らわしているのではないかと思います。

2000 年代の最初のころに、金融危機を乗り越えるために、小泉

政権で当時の竹中大臣が、金融再生プログラムというものを行う

ことによって、かなり外科手術的な金融危機の処理を行い、そこ

で底を打ったのではないかと思います。底なし沼の底が見えたと

いうことから、そこから日本経済および株式市場は再生に向かっ

たと思います。その後、日本経済のデフレ脱却にはさらに 10 年

を要することになりますが、その間、毎年、総理大臣が代わると

いうような不安定な政治の中で、企業経営者の不安というものも、

やはり株式市場に影響を与えたのではないかと思います。

その後、日本の経済はデフレからの脱却を第一優先にしなけれ

ば再生しないという考えに至り、それがおそらく、アベノミクス

の原動力になったのだと思います。デフレ脱却を目指して、いろ

いろ副作用も取り沙汰されてはおりますけれども、異次元の金融

緩和という形で、日銀の金融政策が変わってきたこと、そして、

２％の物価目標はなかなか達成できないながらも、いろいろな手

を打って、デフレではない状況まで来たというのが、日銀総裁の

昨日の記者会見での話でした。これについては、おそらく皆さん

も、大半の方はコンセンサスとして認めていらっしゃるのではな

いかと思います。

しかしながら、ほんとうに望ましい姿にはまだ届いていないと

いうのが現状です。平成初頭の株価は、いわゆるバリュエーショ
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ンが今の物差しから見ると正しくない、バブルだったというのは

ありますが、それを割り引いたとしても、株価は 26％下落したと

いうのは、その間の世界の株式市場の成長に比べてぱっとしない。

日本の現状を反映して株価がここまで来ているわけで、やはり、

厳しい30年であったというふうに考えざるを得ないと思います。

記 者 今期の予想について、減益かつ減配との予想になっているこ

とについて、CEO として一言いただきたいというのが１点目です。

もう１点は、新任役員に、IHI の相談役である釜氏が入ってい

ますが、IHI は粉飾決算で株主に多大な影響を与えた会社であり

ました。ちょうど粉飾決算が明らかになったころの社長であっ

た釜氏が今回選任されるということについて理由を教えてくだ

さい。

清 田 業績面のご質問については、現状のマーケット環境が、ほぼ

続くということを想定して来年３月期の業績を予想しており、

マーケット関連の収益以外の成長を期待して、数字の上で若干

の増収としています。しかしながら、清算関連システムの稼働

をはじめとして、私どものシステム関連の投資に伴う減価償却

費の増加などによって、利益としては約 30億円の減益になる予

想となります。

配当については、普通配当の数字は、配当性向を 60％として

投資家に対してコミットしており、来期は 60％を機械的にかけ

た結果出てくる数字が 52 円となり、減配となっております。今

期も、前期に比べると業績が若干減益となっており、機械的に

60％を掛けると 55円になったわけですが、特別配を実施するこ

とによって、結果的に前期の配当よりも増加しました。

ただし、前期は、期初に自社株の買い付けが続いていたこと

もあり、総還元性向という面では、前期のほうが高かったと言

えるかと思います。配当だけで見ると、やはり、特別配がなけ

れば減配ということになっておりますが、来年も何らかの特別

配があるかということについては、今のところ予定はなく、一

応、配当性向というものを公表しているだけに、機械的に計算

した数字を表示しているということです。

２つ目の東京証券取引所の新しい社外監査役として、IHI の釜

相談役にお願いしていることについて、もちろん、過去の IHI
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の問題を私どもも知っております。釜氏自身は、ご指摘のよう

に事件が起きたときに経営陣にいらっしゃった方ですが、その

ときに、改善策をとって、そして退任されたという経歴です。

もう既に実務からは大きく外れていらっしゃるということと、

その後、財務会計基準機構の理事長として、日本の会計制度の

あり方等について大きな見識を示してこられているという実績

もあります。

また、他の会社でも、社外取締役を歴任されて、そして社外

取締役としてのご活躍についても、私どもから見て立派な評価

を得ていらっしゃるということもあるので、そういった事象を

総合的に考えて、釜氏にお願いすることが適当であるという結

論を出したわけでございます。

記 者 ２期連続の減益というのは初めてになると思います。システ

ム費用が嵩んで減益になるというのはわかったのですが、それ

でも収益改善に向けて、取り組むべきことはあると思います。

今、清田 CEO の念頭にある収益改善策があればお伺いしたいと

思います。また、総合取引所に関して、基本合意が３月末にあ

りましたが、その後の経営統合に向けた作業の進捗具合を教え

ていただけますでしょうか。

清 田 減益の予想につきましては、私どもの業容の特徴はマーケッ

ト関連収益が非常に大きく、このマーケット関連の市況は大き

な収益変動要因として、アンコントローラブルな面が強くなっ

ております。

これまでも第２次中計の基本的な概念として、日本株の市況

に過度に依存しない経営体質をつくるということで、日本株の

市況にオルタナティブな立場である収益源として、情報や指数、

清算といったところを拡大してきており、十分ではないものの、

それなりに、その方向性はでき上がってきてはいると思います。

したがって、収益の面では、今回も中計に一部載せておりま

すが、情報関連ビジネス拡大や、指数関連、またデータの高度

利用による収益分野の開発といったことに取り組もうとしてお

りますが、まだ予算に計上できるような状況に詰まってきてい

るものではないので、あくまで現状の私どものビジネスをモデ

ルとして予算を組んでいるということです。
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ですから、TOCOM との統合についても収支の数字については全

く反映しておりません。まだ統合していない中で予算に入れる

ということはあり得ませんので、そういった今後の経営上の変

化は含めず、現状を想定した予算となっております。

ただし、先ほども申し上げましたように、直接収益に結びつ

く投資ではないですが、我が社は関西へのバックアップセンタ

ー構築に向けた投資等、市場の安定、安全、安心のための投資

を続けております。これは株主の皆様にも了解、納得をいただ

いた上で続けている投資でございます。こういったものが稼働

すれば、システム関連の減価償却費等でコストが大きく膨らみ、

利益面での足かせになることは事実でございます。そこについ

ては、１年でできるものではないかもしれませんが、この中計

期間中に、現在は予算化できないその他の分野の収益フィール

ドを広げるために、いかに取り組むかというのが私たちの大き

なテーマだと思っています。

TOCOM 統合の件については、先月、基本合意した後、各実務分

野での担当者のコンタクトを極めて頻繁に実施しており、統合

に向けてのプロジェクトチームが順調に動いております。今の

ところ、想定したスケジュールは順調にこなしてきているとい

うことです。うまくいけば、６月末ぐらいまでにデューディリ

ジェンスが終わって、TOB 価格等に合意が得られれば、７月には

TOB が始まるというようなスケジュール感で動いております。

この TOCOM の件は、先月も申し上げましたように、経営統合

については基本合意しており、移管商品についても、原油等の

一部を除いて大阪に商品移管をすることになっています。移管

の時期についてはまだ確定しておりませんが、目標としては来

年度の上期中にということで、できれば７月ぐらいが望ましい

と私ども思っており、そういった形で、現在、動いているとい

うところです。

記 者 連日、日産自動車について報道されており、内部管理体制に

ついて審査をされているのではないかと推測されますが、審査

がまだ継続中なのか、それとも既に終わっているのか、進捗状

況を教えていただけないでしょうか。

清 田 日産自動車を巡っては、カルロス・ゴーン氏という個人につ
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いて犯罪の捜査が行われているということと、日産自動車とい

う会社が有価証券報告書の虚偽記載をもって起訴されているこ

との２つの面があります。報道では、どちらかというとカルロ

ス・ゴーン氏についての話題のほうが大きく取り上げられてい

るように見えますが、私どもは会社としての日産自動車の問題

について、関心があるわけです。

一方で、内部管理体制の審査については、いつも申し上げて

いることですが、自主規制法人に委託しているものですので、

審査の途中で私のところに何らかの情報が来ることはありませ

ん。

もちろん、日産自動車に対しては、様々な情報に関して、適

時・適切に、また、丁寧に開示していただくことを、引き続き

お願いしてまいりたいと思います。

                               

以 上


